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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３ 従業員数は就業人員であります。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 

第61期 

第３四半期 

連結累計期間 

第62期 

第３四半期 

連結累計期間 

第61期 

第３四半期 

連結会計期間 

第62期 

第３四半期 

連結会計期間 

第61期 

会計期間 

自平成20年 

11月１日 

至平成21年 

７月31日 

自平成21年 

11月１日 

至平成22年 

７月31日 

自平成21年 

５月１日 

至平成21年 

７月31日 

自平成22年 

５月１日 

至平成22年 

７月31日 

自平成20年 

11月１日 

至平成21年 

10月31日 

売上高 （百万円） 32,877 32,012 5,696 6,431 39,227 

経常利益又は経常損失
（△） 

（百万円） 1,494 2,112 △699 △386 933 

四半期（当期）純利益又
は四半期純損失（△） 

（百万円） 638 1,576 △501 △28 272 

純資産額 （百万円） － － 40,006 39,888 39,029 

総資産額 （百万円） － － 49,325 50,402 52,010 

１株当たり純資産額 （円） － － 472.02 471.30 460.34 

１株当たり四半期（当
期）純利益又は四半期純
損失金額（△） 

（円） 7.92 19.56 △6.22 △0.34 3.38 

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － － 77.09 75.32 71.30 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（百万円） △4,135 △2,107 － － 1,740 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（百万円） △690 68 － － △1,069 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（百万円） △328 △329 － － △351 

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高 

（百万円） － － 5,576 8,598 11,033 

従業員数 （人） － － 619 612 613 
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当第３四半期連結会計期間において、当グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

平成22年７月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含め、派遣社員は除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成22年７月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含め、派遣社員は除いております。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 612 （98） 

従業員数(名) 355 （45） 
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第２ 【事業の状況】 

 当グループの中心となる化学品事業は農薬の販売が主体を占めております。この農薬の中でも主力とな

る水稲用除草剤は４月後半から７月初めまでが実際の使用時期となり、これに伴う販売のピークは２月か

ら４月となります。従って、第２四半期連結会計期間の売上高の年間の売上高に占める割合は高くなり、

第３四半期連結会計期間の売上高の年間の売上高に占める割合は低くなる傾向にあります。このため、生

産高も第３四半期連結会計期間は、他の四半期連結会計期間に比べ、少なくなっております。 

  

(1) 生産実績 

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 

  

 
(注) １ 生産金額は販売価格をもって算出しております。 

２ 金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当グループの生産は、そのほとんどが見込生産であるため、受注実績は記載しておりません。 

  

(3) 販売実績 

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 

  

 
(注) １ 金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りであります。 

  

 
  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

 

事業の種類別セグメントの名称  生産高(百万円) 前年同四半期比(％) 

化学品事業 2,803 8.0 

その他の事業 275 2.7 

合計 3,077 7.5 

事業の種類別セグメントの名称  販売高(百万円) 前年同四半期比(％) 

化学品事業 5,660 14.1 

賃貸事業 53 1.0 

その他の事業 718 5.5 

合計 6,431 12.9 

相手先 

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

全国農業協同組合 
連合会 2,322 40.8 2,285 35.5 
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当第３四半期連結会計期間において、事業等のリスクに重要な変更はありません。 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結はありません。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外経済の改善を背景として輸出や生産は増加基

調で推移したものの、米国経済の先行き懸念から、円高が進行するなど、景気の回復は不透明な状況に

なっております。 

農業に関しましては、水稲の生育は５月までは低温で遅れていたものの、６月以降の好天で回復し、

おおむね平年並みの作柄で推移しております。 

このような情勢のもと、当グループは、自社開発品を中心として、国内、国外での販売推進活動に努

力して参りました。当第３四半期連結会計期間における売上高は64億３千１百万円、前年同期比７億３

千６百万円(12.9％)の増、営業損失は５億６千８百万円(前年同期は８億４千７百万円の営業損失)、経

常損失は３億８千６百万円(前年同期は６億９千９百万円の経常損失)、四半期純損失は２千８百万円

(前年同期は５億１百万円の四半期純損失)となりました。 

なお、当グループの中心となる化学品事業は農薬の販売が主体を占めております。この農薬の中でも

主力となる水稲用除草剤は４月後半から７月初めまでが実際の使用時期となり、これに伴う販売のピー

クは２月から４月となります。従って、第２四半期連結会計期間の売上高の年間の売上高に占める割合

は高くなり、第３四半期連結会計期間の売上高の年間の売上高に占める割合は低くなります。また、利

益についても第３四半期連結会計期間は他の四半期連結会計期間に比べて少なく計上される傾向にある

など、業績に季節的変動があります。 

  
事業の種類別セグメントの概況につきましては以下のとおりです。 

①化学品事業 

国内部門においては、流通段階における在庫圧縮による減収と当社の主力である水稲用除草剤の分

野で販売量が減少したことなどから、売上高は前年を下回る実績となりました。 

国外部門においては、為替の円高による影響及び欧州向けの園芸殺菌剤の天候不順による需要減が

あったものの、棉用除草剤「ステイプル」及び直播水稲用除草剤「ノミニー」が、米国やアジアの市

場で数量ベースにおいて伸長したことから売上高は前年同期を上回る実績となりました。 

上記の結果、化学品事業の売上高は56億６千万円、前年同期比６億９千７百万円(14.1％)の増、営

業損失は４億６千２百万円(前年同期は７億３千６百万円の営業損失)となりました。 

  

②賃貸事業 

引き続き保有資産の有効活用に努めた結果、賃貸事業の売上高は５千３百万円(セグメント間の取

引を含めた売上高は９千４百万円)で、前年同期比１百万円(1.0％)の増、営業利益は５千６百万円、

前年同期比１千万円(21.5％)の増となりました。 

  

③その他の事業 

流通事業及び印刷事業とも、取引先からの受注確保や新規顧客への営業拡大の取り組みを図った結

果、売上高は昨年同期を上回り、上記に情報サービス事業を加えたその他の事業の売上高は７億１千

８百万円、前年同期比３千８百万円(5.5％)の増、営業損失は２千８百万円(前年同期並)となりまし

た。 

  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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所在地別セグメントの業績につきましては、日本セグメントは、売上高が50億７千４百万円、前年同

期比７億３千７百万円(17.0％)の増、営業損失が４億８百万円(前年同期は７億１百万円の営業損失)、

北米セグメントは、売上高が６億２千４百万円、前年同期比２億５千３百万円(68.3％)の増、営業損失

が１千２百万円(前年同期は９百万円の営業損失)、欧州セグメントは、売上高が７億３千４百万円、前

年同期比２億５千４百万円(25.7％)の減、営業損失が１千１百万円(前年同期は４百万円の営業損失)と

なりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は504億２百万円で、前連結会計年度末に比べ16億８百万円

(3.1％)の減となりました。これは主に、現金及び預金、有価証券並びに商品及び製品等の減少が、受

取手形及び売掛金の増加を上回ったことによるものです。  

負債は105億１千４百万円で、前連結会計年度末に比べ24億６千８百万円(19.0％)の減となりまし

た。これは主に、支払手形及び買掛金並びに未払金が減少したことによるものです。  

純資産は398億８千８百万円で自己資本比率は75.3％、１株当たり純資産額は471円30銭となりまし

た。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況については、以下のとおりです。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、51億３千４百万円の増加(前年同期は25億５千４百万円の増

加)となりました。これは、売上債権の減少83億７千３百万円等の資金の増加に対し、仕入債務の減少

34億５千４百万円等の資金の減少によるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、３億４千３百万円の増加(前年同期は７千２百万円の増加)と

なりました。これは、知的財産権の譲渡による収入３億３千５百万円等の資金の増加によるものです。

財務活動によるキャッシュ・フローは、２千２百万円の減少(前年同期は２千６百万円の減少)となり

ました。 

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末に比

べ53億９千３百万円増加し、85億９千８百万円となりました。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第３四半期連結会計期間における当グループが支出した研究開発費の総額は６億３千２百万円であ

ります。 

なお、当第３四半期連結会計期間において、当グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。 

  

─ 6 ─



第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項ははありません。 

  

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握して

おりません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

種類 

第３四半期会計期間末

現在発行数(株) 

(平成22年７月31日) 

提出日現在 

発行数(株) 

(平成22年９月14日) 

上場金融商品取引所 

名又は登録認可金融 

商品取引業協会名 

内容 

普通株式 86,977,709 86,977,709 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社にお
ける標準となる株式 
単元株式数 1,000
株 

計 86,977,709 86,977,709 － － 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金増減額

(百万円) 
 

資本金残高 

(百万円) 
 

資本準備金 

増減額 

(百万円) 

資本準備金 

残高 

(百万円) 

平成22年５月１日 

平成22年７月31日 

～ ― 86,977,709 ― 4,534 ― 4,832 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、平成22年４月30日現在の株主名簿により記載しております。 

  

① 【発行済株式】 

平成22年４月30日現在 

 
(注) 「単元未満株式」には、相互保有株式819株(イハラ建成工業㈱819株)及び当社所有の自己株式788株が含まれて

おります。 

  

② 【自己株式等】 

平成22年４月30日現在 

 
(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の中に含まれております。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式  － － － 

議決権制限株式（自己株式等）  － － － 

議決権制限株式（その他）  － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

－ 
権利関係に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式 

 普通株式 6,102,000 

（相互保有株式） 

 普通株式 1,184,000 

完全議決権株式（その他） 普通株式 79,130,000 79,130 同上 

単元未満株式 普通株式 561,709 － 同上 

発行済株式総数  86,977,709 － － 

総株主の議決権  － 79,130 － 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％) 

（自己保有株式）    

 クミアイ化学工
業株式会社 

東京都台東区池
之端一丁目４番
26号 

6,102,000 － 6,102,000 7.02 

（相互保有株式）    

 イハラ建成工業
株式会社 

静岡県静岡市清
水区長崎69番地
の1 

1,076,000 － 1,076,000 1.24 

 株式会社理研グ
リーン 

東京都台東区上
野二丁目12番20
号 

108,000 － 108,000 0.12 

計  7,286,000 － 7,286,000 8.38 

２ 【株価の推移】

月別 
平成21年

11月
 

12月

平成22年

１月
 

２月
 

３月
 

４月
 

５月
 

６月
 

７月

最高(円) 326 310 321 293 298 304 276 264 243 

最低(円) 231 239 272 256 263 277 214 226 217 
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前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありま

せん。 

  

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）及び前第３四半期連

結累計期間（平成20年11月１日から平成21年７月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第３四半期連結会計期間（平成22年５月１日から平成22年７月31日まで）及び当第３四半期連結累

計期間（平成21年11月１日から平成22年７月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。 

  

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年５

月１日から平成21年７月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年11月１日から平成21年７月

31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、また、当第３四半期連結会計期間（平成22年５月１日か

ら平成22年７月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年11月１日から平成22年７月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、芙蓉監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年10月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,280 11,664

受取手形及び売掛金 ※2  9,519 ※2  5,501

有価証券 35 636

商品及び製品 5,067 6,563

仕掛品 1,272 1,971

原材料及び貯蔵品 838 663

繰延税金資産 800 800

その他 161 533

貸倒引当金 △2 △3

流動資産合計 26,970 28,327

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  3,632 ※1  3,762

機械装置及び運搬具（純額） ※1  780 ※1  877

土地 6,313 6,316

その他（純額） ※1  511 ※1  483

有形固定資産合計 11,236 11,439

無形固定資産 184 213

投資その他の資産   

投資有価証券 10,609 10,669

繰延税金資産 156 142

その他 1,247 1,222

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 12,011 12,031

固定資産合計 23,432 23,683

資産合計 50,402 52,010

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※2  4,847 ※2  6,789

短期借入金 11 11

未払金 662 1,448

未払法人税等 878 53

賞与引当金 228 464

環境対策引当金 － 142

その他 467 401

流動負債合計 7,094 9,309
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年10月31日) 

固定負債   

長期借入金 20 28

繰延税金負債 661 936

退職給付引当金 1,953 1,929

役員退職慰労引当金 456 414

その他 330 366

固定負債合計 3,421 3,672

負債合計 10,514 12,982

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,534 4,534

資本剰余金 4,833 4,833

利益剰余金 28,940 27,606

自己株式 △1,222 △1,221

株主資本合計 37,085 35,753

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,271 1,693

為替換算調整勘定 △391 △362

評価・換算差額等合計 879 1,331

少数株主持分 1,924 1,945

純資産合計 39,888 39,029

負債純資産合計 50,402 52,010
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年７月31日) 

売上高 ※1  32,877 ※1  32,012

売上原価 25,170 24,318

売上総利益 7,707 7,693

販売費及び一般管理費 ※2  6,415 ※2  6,161

営業利益 1,292 1,533

営業外収益   

受取利息 26 29

受取配当金 148 216

持分法による投資利益 161 261

その他 65 145

営業外収益合計 400 650

営業外費用   

支払利息 1 1

売上割引 35 32

為替差損 142 －

その他 19 37

営業外費用合計 198 70

経常利益 1,494 2,112

特別利益   

固定資産処分益 107 0

知的財産権譲渡益 － 335

受取補償金 － 97

環境対策引当金戻入益 － 30

特別利益合計 107 462

特別損失   

固定資産処分損 26 12

環境対策費 95 －

廃棄品処理費用 288 －

たな卸資産評価損 66 －

減損損失 ※4  17 －

特別損失合計 492 12

税金等調整前四半期純利益 1,109 2,562

法人税等 ※3  428 ※3  942

少数株主利益 44 44

四半期純利益 638 1,576
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【第３四半期連結会計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年５月１日 
 至 平成22年７月31日) 

売上高 ※1  5,696 ※1  6,431

売上原価 4,622 5,044

売上総利益 1,073 1,387

販売費及び一般管理費 ※2  1,921 ※2  1,955

営業損失（△） △847 △568

営業外収益   

受取利息 8 8

受取配当金 27 28

持分法による投資利益 81 79

その他 12 83

営業外収益合計 129 198

営業外費用   

支払利息 1 0

売上割引 9 9

為替差損 △34 －

その他 5 6

営業外費用合計 △20 16

経常損失（△） △699 △386

特別利益   

固定資産処分益 0 －

知的財産権譲渡益 － 335

特別利益合計 0 335

特別損失   

固定資産処分損 13 7

環境対策費 95 －

減損損失 ※4  17 －

特別損失合計 125 7

税金等調整前四半期純損失（△） △824 △58

法人税等 ※3  △310 ※3  △20

少数株主損失（△） △13 △10

四半期純損失（△） △501 △28
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,109 2,562

減価償却費 502 534

減損損失 17 －

有形固定資産売却損益（△は益） △107 0

知的財産権譲渡益 － △335

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △253 △236

退職給付引当金の増減額（△は減少） △79 25

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △24 42

その他の引当金の増減額（△は減少） △90 △142

受取利息及び受取配当金 △174 △244

支払利息 1 1

為替差損益（△は益） 6 7

持分法による投資損益（△は益） △161 △261

受取補償金 － △97

売上債権の増減額（△は増加） △2,165 △4,106

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,607 2,020

仕入債務の増減額（△は減少） △4,356 △1,863

その他 8 △269

小計 △4,159 △2,364

利息及び配当金の受取額 227 334

補償金の受取額 － 32

利息の支払額 △1 △1

法人税等の支払額 △202 △108

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,135 △2,107

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 89 △51

有価証券の償還による収入 600 600

有形固定資産の取得による支出 △436 △268

有形固定資産の売却による収入 269 4

無形固定資産の取得による支出 △22 △9

知的財産権の譲渡による収入 － 335

投資有価証券の取得による支出 △1,249 △500

その他 58 △42

投資活動によるキャッシュ・フロー △690 68

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △9 △9

配当金の支払額 △242 △243

少数株主への配当金の支払額 △9 △8

自己株式の増減額（△は増加） △7 △1

その他 △61 △69

財務活動によるキャッシュ・フロー △328 △329

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8 △67

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,161 △2,435

現金及び現金同等物の期首残高 10,737 11,033

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  5,576 ※1  8,598
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

 
  

  

【表示方法の変更】 

 
  

  

【簡便な会計処理】 

 
  

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 
  

  

  

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年11月１日 至 平成22年７月31日) 

該当事項はありません。 
 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年11月１日 至 平成22年７月31日) 

該当事項はありません。 
 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年11月１日 至 平成22年７月31日) 

該当事項はありません。 
 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年11月１日 至 平成22年７月31日) 

１ 税金費用の計算 

第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しています。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第３四半期連結累計期間 

 
  

当第３四半期連結会計期間末 

(平成22年７月31日) 

前連結会計年度末 

(平成21年10月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、17,987百万円
です。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、17,489百万
円です。 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理は、
手形交換日をもって決済処理しています。 

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機
関の休日であったため、次の四半期連結会計期間
末日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含
まれています。 

受取手形 29百万円 

支払手形 37百万円 

※２ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をも
って決済処理しています。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で
あったため、次の期末日満期手形が、期末残高に
含まれています。 

 

受取手形 22百万円 

支払手形 22百万円 

 

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成20年11月１日 

 至 平成21年７月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年11月１日 

 至 平成22年７月31日) 

※１ 当グループの主要製品であります農薬は、その商
品性により２月から４月が販売のピークとなってお
り、第２四半期連結累計期間の年間の売上高に占め
る割合は高くなります。 

 

※１       同左 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりです。 

運賃保管料 713百万円 

給料手当 1,629百万円 

賞与引当金繰入額 158百万円 

退職給付費用 141百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 41百万円 

減価償却費 199百万円 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりです。 

運賃保管料 741百万円 

給料手当 1,549百万円 

賞与引当金繰入額 155百万円 

退職給付費用 138百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 48百万円 

減価償却費 203百万円 

※３ 法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示して
います。 

※３       同左 

※４ 減損損失 

 当第３四半期連結累計期間において、当グループ
は以下の資産について減損損失を計上しました。 

  遊休資産の土地について、時価が下落したことに
より、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少
額を減損損失として特別損失に計上しました。 

 当社グループは事業の種類別セグメントを基に資
産のグルーピングを行い、投資資産及び遊休資産に
ついては、個々の資産単位で資産グループのグルー
ピングを行いました。なお、当該資産の回収可能額
は正味売却価額により測定しており、土地について
は固定資産税評価額を基準として評価しています。 

用途 種類 場所 金額 

遊休資産 土地 大分県由布市 17百万円 

        ―
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第３四半期連結会計期間 

 
  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

前第３四半期連結会計期間 

(自 平成21年５月１日 

 至 平成21年７月31日) 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成22年５月１日 

 至 平成22年７月31日) 

※１ 当グループの主要製品であります農薬は、その商
品性により２月から４月が販売のピークとなってお
り、第３四半期連結会計期間の売上高は他の四半期
連結会計期間の売上と比べ著しく低くなっていま
す。 

※１       同左 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりです。 

運賃保管料 124百万円 

給料手当 460百万円 

賞与引当金繰入額 158百万円 

退職給付費用 45百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 15百万円 

減価償却費 60百万円 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりです。 

運賃保管料 155百万円 

給料手当 457百万円 

賞与引当金繰入額 155百万円 

退職給付費用 49百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 16百万円 

減価償却費 69百万円 

※３ 法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示して
います。 

※３       同左 

※４ 減損損失 

 当第３四半期連結会計期間において、当グループ
は以下の資産について減損損失を計上しました。 

  遊休資産の土地について、時価が下落したことに
より、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少
額を減損損失として特別損失に計上しました。 

 当社グループは事業の種類別セグメントを基に資
産のグルーピングを行い、投資資産及び遊休資産に
ついては、個々の資産単位で資産グループのグルー
ピングを行いました。なお、当該資産の回収可能額
は正味売却価額により測定しており、土地について
は固定資産税評価額を基準として評価しています。 

用途 種類 場所 金額 

遊休資産 土地 大分県由布市 17百万円 

          ― 

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成20年11月１日 

 至 平成21年７月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年11月１日 

 至 平成22年７月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成21年７月31日現在) 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成22年７月31日現在) 

   

現金及び預金勘定 6,057百万円 

有価証券勘定 636百万円 
小計 6,693百万円 

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △516百万円 

償還期限が取得日から３ヶ月超
の債券等 

△600百万円 

現金及び現金同等物 5,576百万円 

 

現金及び預金勘定 9,280百万円 

有価証券勘定 35百万円 

小計 9,315百万円 

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △718百万円 

現金及び現金同等物 8,598百万円 

― 19 ―



  

(株主資本等関係) 

当第３四半期連結会計期間末（平成22年７月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年11月１日

至 平成22年７月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

株式の種類 
当第３四半期 

連結会計期間末 

普通株式（株） 86,977,709 

株式の種類 
当第３四半期 

連結会計期間末 

普通株式（株） 6,425,509 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年１月28日 
定時株主総会決議 

普通株式 243 3 平成21年10月31日 平成22年１月29日 利益剰余金
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年５月１日 至 平成21年７月31日） 

 
  

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年５月１日 至 平成22年７月31日） 

 
  

 
化学品事業 

(百万円) 

賃貸事業 

(百万円) 

その他の事業

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 4,963 52 680 5,696 － 5,696 

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 0 41 217 259 (259) － 

計 4,963 94 897 5,954 (259) 5,696 

営業利益又は営業損失(△) △736 46 △28 △718 (130) △847 

 
化学品事業 

(百万円) 

賃貸事業 

(百万円) 

その他の事業

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 5,660 53 718 6,431 － 6,431 

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ 41 208 249 (249) － 

計 5,660 94 925 6,680 (249) 6,431 

営業利益又は営業損失(△) △462 56 △28 △434 (134) △568 
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前第３四半期連結累計期間（自 平成20年11月１日 至 平成21年７月31日） 

 
(注) １. 事業の区分は、製品(商品及び役務提供を含む。)の種類・性質及び販売市場の類似性を考慮して決定してい

ます。 

２. 各区分の主な事業等 

(1) 化学品事業 ‥‥‥‥‥‥‥農薬・有機中間体等の化学品製造販売事業、環境中の化学物質計量事業 

(2) 賃貸事業 ‥‥‥‥‥‥‥‥土地・建物等の不動産賃貸事業 

(3) その他の事業 ‥‥‥‥‥‥各種印刷物の製造販売事業、運送・倉庫事業、情報サービス事業 

３. 従来、賃貸事業はその他の事業に含めておりましたが、当該事業区分の重要性が増したため第1四半期連結

累計期間より「賃貸事業」として区分表示することに変更しました。 

４. 会計処理の方法の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１(1)に記載のとおり、第1四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号）を適用しております。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、化学品事業で58百万円減

少しております。 

  

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年11月１日 至 平成22年７月31日） 

 
(注) １. 事業の区分は、製品(商品及び役務提供を含む。)の種類・性質及び販売市場の類似性を考慮して決定してい

ます。 

２. 各区分の主な事業等 

(1) 化学品事業 ‥‥‥‥‥‥‥農薬・有機中間体等の化学品製造販売事業、環境中の化学物質計量事業 

(2) 賃貸事業 ‥‥‥‥‥‥‥‥土地・建物等の不動産賃貸事業 

(3) その他の事業 ‥‥‥‥‥‥各種印刷物の製造販売事業、運送・倉庫事業、情報サービス事業 

  
  

 
化学品事業 

(百万円) 

賃貸事業 

(百万円) 

その他の事業

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 30,507 157 2,213 32,877 － 32,877 

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 0 124 895 1,019 (1,019) － 

計 30,507 281 3,109 33,897 (1,019) 32,877 

営業利益 1,477 171 60 1,708 (416) 1,292 

 
化学品事業 

(百万円) 

賃貸事業 

(百万円) 

その他の事業

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 29,578 160 2,274 32,012 － 32,012 

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 0 124 951 1,075 (1,075) － 

計 29,578 284 3,225 33,087 (1,075) 32,012 

営業利益 1,654 177 101 1,933 (400) 1,533 
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【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年５月１日 至 平成21年７月31日） 

 
  

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年５月１日 至 平成22年７月31日） 

 
  

 
日本 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 4,337 370 988 5,696 － 5,696 

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 1,070 5 － 1,075 (1,075) － 

計 5,407 375 988 6,771 (1,075) 5,696 

営業損失(△) △701 △9 △4 △713 (134) △847 

 
日本 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 5,074 624 734 6,431 － 6,431 

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 954 5 － 958 (958) － 

計 6,027 628 734 7,389 (958) 6,431 

営業損失(△) △408 △12 △11 △431 (137) △568 
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前第３四半期連結累計期間（自 平成20年11月１日 至 平成21年７月31日） 

 
(注) １. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２. 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  北米    …   米国  

  欧州    …   ベルギー 

３. 会計処理の方法の変更 

   （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

   「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１(1)に記載のとおり、第1四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号）を適用しております。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、日本で58百万円減少して

います。 

  

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年11月１日 至 平成22年７月31日） 

 
(注) １. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２. 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  北米    …   米国  

  欧州    …   ベルギー 

  

  

  

 
日本 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 27,398 2,531 2,948 32,877 － 32,877 

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 3,663 16 － 3,678 (3,678) － 

計 31,061 2,546 2,948 36,556 (3,678) 32,877 

営業利益 1,503 79 135 1,717 (425) 1,292 

 
日本 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 27,021 2,612 2,379 32,012 － 32,012 

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 3,865 15 － 3,880 (3,880) － 

計 30,886 2,626 2,379 35,892 (3,880) 32,012 

営業利益又は営業損失(△) 1,875 63 △2 1,935 (403) 1,533 
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【海外売上高】 

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年５月１日 至 平成21年７月31日） 

 
  

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年５月１日 至 平成22年７月31日） 

 
  

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年11月１日 至 平成21年７月31日） 

 
(注) １. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２. 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   北米       …   米国  

   中南米     …   ブラジル、コロンビア 

   アジア     …   タイ、ベトナム、韓国 

   欧州      …   ドイツ、オランダ、フランス 

   その他     …   エジプト、ロシア 

  

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年11月１日 至 平成22年７月31日） 

 
(注) １. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２. 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   北米       …   米国  

   中南米     …   ブラジル、コロンビア 

   アジア     …   タイ、インド、ベトナム 

   欧州      …   ドイツ、フランス、オランダ 

   その他     …   エジプト、ロシア 

  

 北米 中南米 アジア 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 140 527 614 932 － 2,213 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － － 5,696 

Ⅲ 連結売上高に占める海外
売上高の割合（％） 2.5 9.2 10.8 16.4 － 38.9 

 北米 中南米 アジア 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 207 1,097 649 859 25 2,837 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － － 6,431 

Ⅲ 連結売上高に占める海外
売上高の割合（％） 3.2 17.1 10.1 13.4 0.4 44.1 

 北米 中南米 アジア 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,189 1,681 2,120 2,868 271 8,129 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － － 32,877 

Ⅲ 連結売上高に占める海外
売上高の割合（％） 3.6 5.1 6.4 8.7 0.8 24.7 

 北米 中南米 アジア 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,185 2,378 2,401 2,481 239 8,683 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － － 32,012 

Ⅲ 連結売上高に占める海外
売上高の割合（％） 3.7 7.4 7.5 7.8 0.7 27.1 
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(有価証券関係) 

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。 

  

  

(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

 
(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
  

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 

第３四半期連結累計期間 

 
(注) 1 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載していません。 

   2 １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
  

当第３四半期連結会計期間末 

(平成22年７月31日) 

前連結会計年度末 

(平成21年10月31日) 

  

   

１株当たり純資産額 471.30円 

  

   

１株当たり純資産額 460.34円 

 

項目 
当第３四半期連結会計期間末 

(平成22年７月31日) 

前連結会計年度末 

(平成21年10月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 39,888 39,029 

普通株式に係る純資産額（百万円） 37,964 37,083 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当 
たり純資産額の算定に用いられた普通株式に係 
る連結会計年度の純資産額との差額（百万円） 

1,924 1,945 

 （うち少数株主持分）（百万円） （1,924） （1,945）

普通株式の発行済株式数（千株） 86,978 86,978 

普通株式の自己株式数（千株） 6,426 6,421 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（千株） 80,552 80,557 

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成20年11月１日 

 至 平成21年７月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年11月１日 

 至 平成22年７月31日) 

  

１株当たり四半期純利益金額 7.92円 

  

１株当たり四半期純利益金額 19.56円 

 

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成20年11月１日 

 至 平成21年７月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年11月１日 

 至 平成22年７月31日) 

 四半期連結損益計算書上の四半期純利益金額
（百万円） 638 1,576 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

 普通株式に係る四半期純利益（百万円） 638 1,576 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 80,565 80,554 
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第３四半期連結会計期間 

 
(注) 1 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載していません。 

   2 １株当たり四半期純損失金額(△)の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
  

  

(重要な後発事象) 

  該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

前第３四半期連結会計期間 

(自 平成21年５月１日 

 至 平成21年７月31日) 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成22年５月１日 

 至 平成22年７月31日) 

  

   

１株当たり四半期純損失金額(△) △6.22円 

  

   

１株当たり四半期純損失金額(△) △0.34円 

 

 

前第３四半期連結会計期間 

(自 平成21年５月１日 

 至 平成21年７月31日) 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成22年５月１日 

 至 平成22年７月31日) 

 四半期純損失金額(△)（百万円） △501 △28 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

 普通株式に係る四半期純損失(△)（百万円） △501 △28 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 80,560 80,552 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成21年９月８日

クミアイ化学工業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているク

ミアイ化学工業株式会社の平成20年11月１日から平成21年10月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間(平成21年５月１日から平成21年７月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年11月１日から

平成21年７月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クミアイ化学工業株式会社及び連結子会社

の平成21年７月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累

計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
追記情報 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第

１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。 

  
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

芙蓉監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  伊  藤  隆  之  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  大  塚  高  徳  印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





  
平成22年９月７日

クミアイ化学工業株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているク

ミアイ化学工業株式会社の平成21年11月１日から平成22年10月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間(平成22年５月１日から平成22年７月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年11月１日から

平成22年７月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クミアイ化学工業株式会社及び連結子会社

の平成22年７月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累

計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

芙蓉監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  伊  藤  隆  之  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  大  塚  高  徳  印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





 
(注) 上記の札幌支店及び九州支店は、金融商品取引法に規定する縦覧場所ではありませんが、投資家の便宜を考慮

して、縦覧に供する場所としております。 

  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年９月14日 

【会社名】 クミアイ化学工業株式会社 

【英訳名】 KUMIAI CHEMICAL INDUSTRY Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  望 月 信 彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都台東区池之端一丁目４番26号 

【縦覧に供する場所】 クミアイ化学工業株式会社 札幌支店 

  (北海道札幌市中央区北一条西５番２号) 

 クミアイ化学工業株式会社 本社分室 

  (静岡県静岡市清水区渋川100番地) 

 クミアイ化学工業株式会社 名古屋支店 

  (愛知県名古屋市中区錦二丁目15番22号) 

 クミアイ化学工業株式会社 大阪支店 

  (大阪府大阪市北区西天満一丁目２番５号) 

 クミアイ化学工業株式会社 九州支店 

  (福岡県福岡市博多区祗園町１番28号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当社取締役社長 望月信彦は、当社の第62期第３四半期(自 平成22年５月１日 至 平成22年７月31日)

の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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